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子会社の合併に関するお知らせ 

 
 

 当社は、平成 27 年２月 26 日開催の取締役会において、当社の子会社であるレカムＢＰＯソリュー

ションズ株式会社、株式会社ニューウェイブビジネスソリューションおよびＨＪオフショアサービス

株式会社の３社を合併させることを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．合併の目的 

  当社グループは、情報通信機器の販売、設置工事・保守、インターネットサービス、ＢＰＯ事業
（Business Process Outsourcing）等、中小企業に対する情報通信に関するあらゆる商品およびサ
ービスを提供するワンストップサービスカンパニーを目指し事業展開しております。 
その中でも市場の拡大が期待されるＢＰＯ事業を当社グループの「成長ドライバー」と位置付け、

昨年５月に株式会社ニューウェイブビジネスソリューションの株式を、また、同年９月にＨＪオフ
ショアサービス株式会社の株式をそれぞれ取得して子会社にするとともに、同年 12 月には東南アジ
アのミャンマーにＢＰＯ第３センターとなる MYANMAR RECOMM CO.,LTD を設立するなど、ＢＰＯ事業
の業容拡大に向けた施策を実行してまいりました。 
今回、同事業の日本国内における営業活動の主体であるレカムＢＰＯソリューションズ株式会社

と株式会社ニューウェイブビジネスソリューションおよびＨＪオフショアサービス株式会社を統合
集約させることにより、より一層の効率化が図れるものと判断いたしました。 

 

２．合併の要旨 

 （１）合併の日程 

     合併期日（効力発生日）  平成 27 年３月 31 日（予定） 

 

 （２）合併の方式 

     レカムＢＰＯソリューションズ株式会社を存続会社、株式会社ニューウェイブビジネスソ

リューションおよびＨＪオフショアサービス株式会社を消滅会社とする吸収合併方式としま

す。 

 

３．合併当事会社の概要（平成 27 年１月 31 日現在） 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

①商号 
レカムＢＰＯソリューションズ株式会

社 

株式会社ニューウェイブビジネスソリ

ューション 

②本社所在地 東京都千代田区九段北４丁目２番６号 東京都千代田区九段北４丁目２番６号 

③代表者 代表取締役社長 川畑 大輔 代表取締役社長 村山 祐一 

 



 

 

④事業内容 ＢＰＯ事業 ＢＰＯ事業 

⑤設立年月 平成 23 年 10 月 平成 22 年８月 

⑥資本金 44 百万円 54 百万円 

⑦持株比率 当社 100％（間接保有含む） 当社 100％ 

   

 吸収合併消滅会社 

①商号 ＨＪオフショアサービス株式会社 

②本社所在地 東京都千代田区九段北４丁目２番６号

③代表者 代表取締役社長 村山 祐一 

④事業内容 ＢＰＯ事業 

⑤設立年月 平成 17 年３月 

⑥資本金 9 百万円 

⑦持株比率 当社 100％ 

 

４．合併後の状況 

   合併後の状況につきましては、存続会社の商号、本社所在地、代表者等に変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、当社の子会社同士の合併であるため、連結業績ヘの影響は軽微であります。 

なお、株式会社ニューウェイブビジネスソリューションの中国現地子会社であった大連新涛諮

詢服務有限公司（現在は、当社の子会社となっています。）とＨＪオフショアサービス株式会社の

中国現地子会社（当社の孫会社）である大連求界奥信息服務有限公司についても、中国当局の許

可が得られ次第、大連レカム通信設備有限公司に吸収合併させる予定であります。 

 

 

以 上 


